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1 研究背景  

1.1 社会問題と問題意識  –キャリア不安

の増加- 

	
 現在、３０代前後（２８歳から３２歳）の

ビジネスパーソンの将来キャリアに対する不

安が増加している。リクルートの調査（２０

１２）では、３０代前後のビジネスパーソン

の７６％が何らかのキャリア不安を抱えてい

ると報告されている。この自己の将来キャリ

アに関する不透明感は「キャリア・ミスト現

象」(加藤,2001)として報告されており、３０

代前後という節目に起こると指摘されている

(金井,2002)。しかし、この年代は本来自律し

て職務をこなせるステージにあり、仕事を一

通り自分でこなせる能力が涵養される時期で

ある。それにも関わらず、なぜキャリア不安

は低下していないのであろうか。 

 

1.2 問題背景  -自己効力感の欠如  -  

	
 「不安な状態」を社会的学習理論の視点で

分析すると、不安な個人は自己効力感1が低い

状態である(Bandura,1977)と考えられる。自

己効力感は領域固有(板野・東條,1986;成田

他,1995)に存在すると明らかになっており、

キャリア不安を抱える個人は、キャリアに向

                                            
1 「ある場面において、自分はこのような行動がと
ることができるという確信の程度を認知すること」 

けた自己効力感である「キャリア効力感2」が

低い状態であることが要因の一つとして考え

られる。では、現在のビジネスパーソンは、

なぜキャリア効力感が育まれていないのであ

ろうか。 

1.3  問題背景 -新しい「個」と「組織」の関

係- 

	
 大きな環境要因として、従来のように目の

前の仕事を一つ一つこなすことでキャリアが

積み上がっていた時代の終焉が挙げられる。

日本的経営と持て栄された時代にも企業組織

にはしっかりとした競争原理が働き、すべて

の従業員に「昇進」と「昇格」が用意されて

いたわけではない(花田,1987)が、多くの企業

は長期雇用を保証していた。この時代の多く

の企業は従業員に長期雇用を保証し、また、

従業員にキャリアパスを先にある程度見せる

ことで、従業員は安心して目の前の仕事に集

中することができていた(高橋,2003)。この時

代は、組織から与えられる仕事に対応する能

力を獲得すればキャリア効力感が形成されて

いたと考えられる。しかし、１９９０年のバ

ブル崩壊以降に導入された成果主義とリスト

ラクチュアリングの実施により、組織主導に

                                            
2 「中長期にわたってキャリアを開発していくこと
ができるという確信の程度を認知すること」 



よるキャリア開発は限界に達し、企業による

長期雇用が崩壊した。個人は企業に忠誠を誓

い、企業は従業員に安定を提供するといった

関係から、企業は従業員にキャリア開発をす

る機会を与え、従業員はその機会を活かして

自己責任でキャリアを開発する(Fig.1.参照)

といったキャリア自律(花田,1994)の時代に突

入したのである。このキャリア開発自己責任

の流れと、新興国の台頭によるグローバル競

争の激化が個人を取り巻く雇用環境をより不

安定にし、個人のキャリア不安を一段と高め、

キャリア効力感の形成を阻害しているものと

考えられる。それでは、今の時代にキャリア

効力感を高めるには、個人はどうしたらよい

のであろうか。 

 

Fig.1.新しい個と組織の関係の図 

2	
 研究目的と意義  

	
 本研究は、キャリア効力感を高める個の要

因を明らかにし(Fig.2)、キャリア開発を支援

する活動に貢献する。また、キャリアに対す

る自己効力感の応用研究に、キャリア論研究

からの新たな知見を加え、キャリア効力感研

究に新たな視座を提供する。 

３	
 研究仮説の構築  

3.1	
 マーケットバリューに対応する力の

獲得（キャリアアンカー型）  

	
 キャリア開発に対する伝統的なアプローチ

は、市場から評価されるスキル・知識を獲得

し、マーケットバリューを高めることである。

現在の職務に対応するスキルをアップさせ、

社内流動化のみならず、社外流動化にも対応

しようとするものである。本研究では、この

職務スキル積み上げ型のアプローチをキャリ

アアンカー型と呼ぶ。このアプローチは外部

環境が静態的な中で、自身が定めるゴールが

見える、計算できる環境下では非常に有効と

考えられるアプローチである。目に見えるゴ

ールに向けて、逆算的に必要な職務スキル・

知識を競争するように積み上げていくことで

キャリアを積み上げていく。しかし、現在の

ような動態的な外部環境で、スキル・知識の

陳腐化は日常的に起こり、またそれに応じて

マーケットバリューも常に揺れ動いていく。

果たして、マーケットバリューに対応するこ

とでキャリア効力感は育まれるであろうか。 

 

3.2	
 変化に能動的に適応するアプローチ  

(プランドハプンスタンス型) 

	
 この職務スキル積み上げ型のキャリアアン

カー型アプローチとは違う、常に変化する環

境に自らを能動的に適応させる力を高めるア

プローチとしてキャリアコンピタンシーの研

究がある。キャリアコンピタンシーとは、「ど

のような状態にあっても継続的に自分を高め

続け、キャリアを能動的に形成し続ける力」

(花田,2001)と定義されおり、プランドハプンFig.2.本研究の研究モデル 

 



スタンス理論3(Krumboltz,1999)を支えるキ

ーコンセプトとして開発された。このキャリ

アコンピタンシーは、(1)能動的対処：物事に

能動的前向きに対処し行動し、変化をチャン

スと捉え、自らチャンスを作りにいく力。(2)

関わり合い EQ：相手の立場に立った対人理

解ができ、理解するだけでなく自分の意見も

しっかりと述べ、相手の関係性を構築でき、

ともに問題解決ができる力。(3)オープンマイ

ンド：異なる状況にフレキシブルに対応でき、

多様な考えを受け入れ、オープンマインドで

新しい出来事に接することができる力。

(4)Integrity/志：自分の行動のよりどころとな

る価値観を持ち、自分自身が考える正しいこ

とを追求できる力、またその価値観を固定的

に捉えず、自分の弱みの克服、新たな課題へ

の挑戦などにおいては、価値観を見直し、修

正、拡大を図ることができる力。（５）ソシア

ルキャピタル：人間的な幅を有し、自分に厳

しく、相手のサポートを行い、相手が価値あ

る存在という認識をもたせることができ、相

手に信頼を与えられる力。（６）リスクテーク

とタフネス：リスクを恐れず、決断し行動す

ることのできる精神的なタフさ。 

以上の６要因によって構成されている。市場

から評価される目に見えるスキルや知識の積

み上げよりもむしろ、自身が保有する潜在能

力に気づき、それらの発揮レベルの向上を通

じて、どのような環境変化が起こっても、新

たなキャリアを模索し続ける力といえよう。

確かに静態的環境下ではゴールを定め、その

                                            
3 キャリアは偶然の出来事に最前を尽して対応す
ることの積み重ねで形成されるという理論 

ゴールに向かって逆算的にスキル・知識を獲

得するアプローチは効果的であろう。しかし、

マーケットバリューというゴールが常に揺れ

動く環境下では、変化に対応するキャリアコ

ンピタンシーといった潜在能力を最大限に発

揮する力がキャリア効力感に強い影響を与え

ているのではないかと考えられる。本研究で

はキャリアコンピタンシーの発揮を重視する

アプローチをプランドハプンスタンス型と呼

ぶ。 

 

3.3	
 本研究における仮説  

	
 以上の先行研究レビューにより、仮説モデ

ル(Fig.3)を構築した。 

 

仮説１：マーケットバリューバリューに向け

たスキル・知識の獲得(キャリアアンカー型)

よりも、キャリアコンピタンシーの発揮レベ

ルの向上(プランドハプンスタンス型)がキャ

リア効力感に正の影響を及ぼしている。 

 

仮説２：キャリアコンピタンシーの発揮レベ

ルが高い個人は、低い個人よりもキャリア効

力感が高い。 

 

仮説３：キャリアコンピタンシーの発揮レベ

ルが高い個人ほどキャリア効力感も高い。 

 

 
Fig.3.本研究の仮説モデル 



4	
 今後の研究課題と ORF での発表  

	
 以上の仮説を検証する尺度を先行研究の尺

度を参考にしながら構築し、２８歳から３２

歳のビジネスパーソン約９０人に向けてアン

ケート調査を行う。アンケート回収後、定量

分析により仮説検証を行う。ORFでの発表の

際には開発した尺度の提示、またデータ回収

が進んでいればデータ分析の発表を行う予定

である。 
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